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平成 24年 10 月 1 日に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する

法律（以下「障害者虐待防止法」という。）」が施行されました。 

障害者に対する虐待は障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加

にとって、障害者に対する虐待を防止することが極めて重要であるため、障害者虐待防

止法では、虐待の禁止、虐待の予防及び早期発見、虐待を受けた障害者に対する保護及

び自立の支援のための措置、養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、

障害者虐待の防止や養護者に対する支援に関する施策を促進し、これをもって障害者の

権利利益の擁護に資することを目的としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 障害者権利擁護センターの運営 

＜資料：障害者虐待防止法の概要 厚生労働省＞ 



 19 

 

障害者虐待対応の窓口として、都道府県に「障害者権利擁護センター」、市町村に「障

害者虐待防止センター」を設置することが規定されており、本県では、平成 24 年 10 月

1 日に「愛知県障害者権利擁護センター」（以下「権利擁護センター」という。）を開

設しました。 

 

権利擁護センターでは、障害者福祉施設従事者や事業所の使用者による虐待ケースの

報告、通報の受理、障害者虐待に関する相談及び身近な相談機関の紹介、障害者虐待を

受けた障害者の支援及び養護者に対する支援のための情報提供、助言、関係機関との連

絡調整などを行っています。 

 

なお、障害者に対する虐待があった場合、発見者は「障害者虐待防止センター」に通

報する仕組みになっているため、権利擁護センターは、市町村に情報提供及び助言等の

援助を行うなど、バックアップすることも役割のひとつとなっています。 

このことから、市町村等の関係機関との連携体制の強化を図るため、行政機関及び関

係団体で構成する「愛知県障害者虐待防止連携会議」、各市町村の障害者虐待防止担当

者で構成する「愛知県障害者虐待防止実務担当者会議」を立ち上げ、年に各 2回の会議

において、取組の方向性の検討及び困難事例の解決手法の共有等を行いました。 

 

また、専門知識を有する人材の確保と資質の向上を図るため、相談支援事業所職員及

び障害福祉サービス事業所の従業者を対象とした研修を開催しています。平成 25 年度

は、尾張地域と三河地域に分けて、平成 26 年 1 月から 2 月に 4 回、あわせて 352 名に

対して障害者虐待防止法や権利擁護等に関する研修を行いました。 

 

平成 25 年度における、県、市町村等への障害者虐待に関する相談・通報・届出の件

数は、養護者によるものが 224 件、障害者福祉施設従事者等によるものが 79 件、使用

者によるものが 90 件、合計で 393 件であり、このうち障害者虐待として認定された件数

は 159 件でした。 

 

＜障害者虐待に係る相談・通報・届出件数＞ 

平成 25 年 4 月 1日から平成 26 年 3月 31 日 

虐待類型 相談・通報・届出件数 

養護者による障害者虐待 224 件（129 件） 

障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 79 件（ 15 件） 

使用者による障害者虐待 90 件（ 15 件） 

計 393 件（159 件） 

※1（ ）は障害者虐待として認定した件数 

※2 相談・通報・届出件数は、市町村、県、愛知労働局で受け付けた総数 
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これらのうち、市町村から対応に関して相談があった事例については、県が助言する

とともに関係機関との連絡調整等を行っています。 

また、障害者福祉施設従事者等によるもので、障害者虐待が強く疑われる場合には障

害者総合支援法に基づく指導を行っています。 

県では、法的専門性を強化するため嘱託弁護士を設置しており、平成 25 年度は法的

な対応が必要な事例 34件について、弁護士の助言を得ました。 

なお、こうした県で把握した個別事案については、「愛知県障害者虐待防止担当者会

議」で取り上げ、市町村間で情報を共有し、障害者虐待防止の取組に反映しています。 

 

今後も、関係者の資質向上のための研修の開催や市町村等との連携体制の強化を図り、

障害者虐待の防止や擁護者に対する支援などの取り組みを進めていく必要があります。 

 


